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わが国の農業用水価格の設定は面積割り方式( )が一般的である１．はじめに： area-pricing

が、節水を促すには従量制( )が望ましいとされている。しかし、多数の小volumetric pricing

規模な農業者や農地が受益する潅漑システムでは、個別の量水はコスト面から現実的でな

い。そのため、わが国での従量制価格を導入事例は、いずれも一定面積の潅漑ブロックで

量水し末端を面積割りとしている 。本報告ではこのような地区を対象に、( )節水イン１） 1

センティブとしての潅漑ブロック単位の従量制の効果、及び( )効果発現と用水管理組織2

。の関係について検討する

２．事例地区の概要と節水

インセンティブの効果：

事例地区は、滋賀県の琵

琶湖からの揚水による受

益面積 、受益農家594ha

戸の水田潅漑地区で1,356

ある。地区は の潅漑ブ21

ロック(分水)から成り、

各分水工で量水して揚水

に係る電力費等の変動費

を従量制で各ブロックに

課金している（固定的費

用は面積割り 事例地区の用水管理組織を に示す 組織は６～７階層を持つが 土）。 。 、「Fig..1

地改良区連 「土地改良区 「潅漑ブロック組織 「集落内水利組合」に大別できる。潅漑」 」 」

、 。ブロックと集落の範囲が整合していないため 組織上一対一対応しない点に特徴的がある

施設供用開始後初年度から受益を開始した６潅漑ブロックの使用水量と潅漑期間中の降

水量の合計の推移を に示す。ブロック間の使用水量の水準に大きな差異が見られるFig.2

、 （ 、 ） 。が 減水深の相違や他水源 排水の反復利用 地下水利用等 の有無の影響と考えられる

使用水量の推移を見ると、当初全体的な低下傾向が見られたが（ ～ 、 年か1995 1998 1999）

らはブロック間で傾向の相違が見られる。すなわち、①潅漑ブロック単位の従量制による

節水インセンティブは一定の節水効果を発揮したが、②その程度や傾向にはブロックによ

る差異があったと考えられる。

一般に水稲作における節水は圃場の水管理労力を増大させ、個別水利用者のデメリット
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Fig.1　 事例地区の用水管理組織
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となり、水利用者集団へのインセン

socialティブ導入は社会的ジレンマ(

)をもたらす。事例地区ではdilemma

このジレンマが少なくとも一時的に

は回避されたと思われるが、その要

因を、以下では用水管理組織の構造

の面から検討する。

３．用水管理組織の構造と機能分担：

配水の計画・実施・課金徴収等の

用水管理組織が行う活動と組織構造

との関係を、関係者への聞き取りか

らまとめた結果を に示す。管Table.1

理組織は、揚水機場および分水工の

配水施設に対応した「連合 「ブロ」

ック組織」の系列と、社会的関係に

対応した「土地改良区 「集落内水」

利組合」の系列の二重構造として、

それぞれ技術的な機能と運営・統制

に関わる機能を分担している。ブロ

ック対する節水インセンティブは、

組織内の課金領収機能の分担を通じ

て、実際上は集落内水利組織に作用する。聞き取りによれば、初年度にブロック間の課金

水準の差が明確になったことで、節水への競争意識が生まれ、ブロック以下の組織による

見回り等による、排水路への掛け流し状態の防止活動が行われたとのことであった。

海野 、山岸 は社会的ジレンマ解決を促進する条件を整理しているが、本地区の用水2 3) )

管理組織の特徴はこれとよく一致している( )。Table.2

本事例調査の結果、( )潅漑ブロック単位の節水インセンティブは一定４．おわりに： 1

の効果を有していること、( )ただし、それは集団凝集性の強い集団による競争的条件と2

いう組織的な特徴に基づいているこ

とが明らかになった。効果の安定性

や農地利用集積等構造変化による影

響については今後の課題としたい。
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社会的ジレンマ解決の促進条件Table.2

Circumstances contr ibut img to resolusion of socia l dilemma

解決方法の区分 事例での該当社会的ジレンマ解決の促進条件

○・選択的要因・強制の導入

○・共有物の区画化・私有化

○構造的要因の制御 ・リーダーへの権限委譲

・成員の多様性の利用

○・集団間の競争

○・状況に関する情報・知識の増大

○個人的要因の制御 ・他の成員への期待・信頼の増大

○・集団凝集性・帰属意識の増大

・意志決定の公表

文献 ) )より作成1 2

用水管理組織の活動と内部組織の関係Table.1
Rela t ionship between Act ivit ies and Act ing Bodis

of the Water Management Organ iza t ion

内部組織
活 動 改良区連合 改良区 潅漑ブロック 集落内

水利組合
配水計画 ● ○
配水操作 ● ○
施設管理 ●
利水監視 ● ○
課金徴収 ● ○
(秩序維持) ● （○）
●：基幹レベル ○：：圃場レベル


